
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

秋田県 大館市秋田県 大館市秋田県 大館市秋田県 大館市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

83,118
913.70

31,982,830
30,972,939

940,827

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.43][0.43][0.43][0.43]

類似団体内順位

[ 106/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.530.530.530.53
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

0.320.320.320.32
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0.28

1.33

0.63

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.43

大館市の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [95.4%][95.4%][95.4%][95.4%]

類似団体内順位

[ 97/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

90.390.390.390.3
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

92.792.792.792.7

(%)
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95.4

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[131131131131,,,,939939939939円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 96/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

116,701116,701116,701116,701
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

138,849138,849138,849138,849

(円)
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70,655

115,686

131,939

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.1][97.1][97.1][97.1]

類似団体内順位

[ 59/127 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.997.997.997.9
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.993.993.993.9
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[9999....32323232人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 94/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

7.827.827.827.82
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

10.2910.2910.2910.29

(人)
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4.38

8.20
9.32

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [17.4%][17.4%][17.4%][17.4%]

類似団体内順位

[ 84/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

15.115.115.115.1
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

17.317.317.317.3

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[484484484484,,,,340340340340円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 89/127 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

456,703456,703456,703456,703
秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均秋田県市町村平均

572,718572,718572,718572,718

(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

大館市大館市大館市大館市
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数：：：：
　中央に比べ、地方の景気は改善がみられず、人口の減少、高齢化の進展などにより税収も伸び悩みの傾向が続いてい
る。財政力指数は全国平均より下回っており、今後とも債権管理委員会、特別滞納対策室を通じた全庁的な滞納対策を行う
などして、収納率の向上を図る一方、人件費の抑制を行うことで、歳出面の改善を図っていく。
経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率：：：：
　95.4%と全国平均、県内平均を上回っており財政の硬直化が進んでいる。これは過去の普通建設事業の償還費がピークを
迎えていること、また合併により人件費が増加していることなどによるが、今後は職員数を22年度までに114人削減するとと
もに機構改革により、事務事業の見直しや、施設の統廃合、人件費、物件費、補助費の抑制を行っていく。
実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率
　17.4%と全国平均、県内平均を上回っており、普通会計及び企業会計を含め、適債事業の優先度や内容を精査し、計画的
な借入を図っていく。
人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高
　484千円で、県内平均より下回っているが、全国平均よりも上回っている。今後も適債事業の選別を図ると共に、大規模な
起債事業が重複しないような事業計画を策定し、起債の抑制と平準化を図る。

人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額
　132千円で、前年よりは7千円減少した。県内平均より下回っているが、17年度合併により決算額が増加したため全国平均を
上回った。今後、職員採用の抑制を図り、職員数の適正化や各施設の統廃合等による維持補修費の削減など、歳出面の改善
を図る。
ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数
　現在は全国平均を下回る97.1%となっているが、今後も各種手当の見直しを図っていく。
人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数
　9.32人で昨年より0.12人減少した。県平均を下回っているが全国平均を1.5人上回っており、一般行政職等職員数を適正定員
に近づけるため、22年度当初までに新規職員採用を抑制し、114人の職員を削減する。


